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(証券コード6497)
2026年３月６日

（電子提供措置の開始日2026年３月２日）

株 主 各 位
東京都品川区西五反田七丁目７番７号

SGスクエア２階

代表取締役社長 河 内 茂

第94回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

さて、当社第94回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあげます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに「第94回定

時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト( https://www.hamai-net.com/ )

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト（ https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show ）

上記のウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR

情報」「株主総会招集通知 / 株主総会資料」を順に選択の上、ご覧ください。

なお、当日のご出席に代えて、書面又はインターネット等により議決権を行使することができますので、お手

数ながら後記株主総会参考書類をご検討くださいまして、2026年３月23日（月曜日）午後５時までに議決権を行

使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

1. 日 時 2026年３月24日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時）

2. 場 所 東京都品川区北品川５丁目５-15

大崎ブライトコア３階「大崎ブライトコアホール」
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3. 目的事項

報告事項 １．第94期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書
類監査結果報告の件

２．第94期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

第４号議案 会計監査人選任の件

以 上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
1. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

あげます。
2. 議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせ

ていただきます。
3. 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株主総会にご出

席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。
4. 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま

す。
5. ご送付している内容は、法令及び当社定款第15条に基づき、当社ウェブサイトに掲載した招集ご通知全文で

あり、本件は書面交付請求の有無に関わらず、全ての株主さまに書面でもお届けすることといたしました。
6. 本株主総会よりインターネット等により議決権を行使することが可能です。詳細につきましては３頁【イン

ターネットによる議決権行使のお手続きについて】をご参照ください。
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【インターネットによる議決権行使のお手続きについて】
インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認の上、行使していただきますようお願

い申しあげます。
当日ご出席の場合は、書面又はインターネットによる議決権行使のお手続きはいずれも不要です。

１．議決権行使サイトについて
（１）インターネットによる議決権行使は、パソコン又はスマートフォンから当社の指定する議決権行使サイト

（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただし、毎日
午前２時30分から午前４時30分までは取り扱いを休止します。）

（２）インターネット接続にファイアーウォール等を使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されて
いる場合、proxyサーバーをご利用の場合、TLS暗号化通信を指定されていない場合等、株主様のインターネ
ット利用環境によっては、ご利用できない場合もございます。

（３）インターネットによる議決権行使は、2026年３月23日（月曜日）午後５時まで受け付けいたしますが、お
早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたらヘルプデスクへお問い合わせください。

２．インターネットによる議決権行使方法について
（１）パソコンによる方法

・議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）において、議決権行使書用紙に記載された「ログイ
ンID」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。
・株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止する為、「仮
パスワード」は議決権行使サイト上で任意のパスワードへの変更が可能です。
・株主総会の招集の都度、新しい「ログインID」及び「仮パスワード」をご通知いたします。

（２）スマートフォンによる方法
・議決権行使書用紙に記載の「ログイン用QRコード」をスマートフォンにより読み取ることで、議決権行使
サイトに自動的に接続し、議決権行使を行うことが可能です。
（「ログインID」及び「仮パスワード」の入力は不要です。）
・スマートフォン機種によりQRコードでのログインができない場合があります。
QRコードでのログインができない場合には、上記２．（１）パソコンによる方法にて議決権行使を行って

ください。
※QRコードは(株)デンソーウェーブの登録商標です。

３．複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱いについて
（１）書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内

容を有効として取り扱わせていただきますのでご了承ください。
（２）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせて

いただきます。
４．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について

議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担と
なります。

システム等に関するお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

・電話 0120-173-027（受付時間 9:00～21:00、通話料無料）
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第 94 期 (2025年１月１日から
2025年12月31日まで) 事 業 報 告

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善の動きの下で緩やかな回

復基調が継続しました。その一方、ウクライナや中東での紛争長期化、米国のトランプ政権

による各種政策の動向懸念といった不安定な国際情勢の影響もあり、原材料価格や燃料価格

を含む物価の高騰の継続や円安基調な為替相場など、依然として先行きは不透明な状況が続

いています。

関連する業界におきましては、販売種別ごとに景況感のばらつきがあった中でもＬＰ関連

向けの需要回復の影響が大きく、連結売上高は127億１千５百万円、前年同期比６億２千２百

万円（5.1％）の増収となりました。

その主な内訳を申しますと、ＬＰＧ容器用バルブ部門は、製品値上げの浸透、安定的な再

検査需要の獲得やバルク向けで需要増加があり、連結売上高55億４百万円、前期比３億２千

２百万円（6.2％）の増収となりました。配管用バルブ部門の売上高につきましては、製品値

上げの浸透はあるものの、半導体製造装置向け需要の回復が遅れており、連結売上高21億５

千３百万円、前期比１億５千万円（6.5％）の減収となりました。高圧ガスバルブ及びガス関

連設備機器部門につきましては、半導体業界向け需要の回復が遅れており、目立った需要の

増加には至っておりませんが、消火装置向けでの需要増や製品値上げの浸透もあり、連結売

上高26億７千１百万円、前期比３億９百万円（13.1％）の増収となりました。

黄銅削り粉の連結売上高は取扱量の増加に販売価格の上昇も伴い17億８千１百万円、前期

比１億４千９百万円（9.2%）の増収、不動産賃貸部門の連結売上高は５億７千７百万円、前

期とほぼ同額となりました。

収益面におきましては、増収の効果が大きく、原材料を含む各種価格の高騰の影響もあり

ましたが、連結営業利益は12億２千２百万円、前年同期比１億５百万円（9.4％）の増益とな

りました。

連結経常利益は、13億５千３百万円、前期比１億４千７百万円（12.3%）の増益となりまし

た。

親会社株主に帰属する当期純利益につきましても前年同期に特別損失に計上しました独占

禁止法関連損失の反動が大きく、９億６千９百万円、前年同期比５億７千２百万円（144.3

％）の増益となりました。

なお、配当金につきましては、当期におきましては経営成績を踏まえ、１株当たり40円

（うち中間配当15円実施済み）を実施いたしたいと存じます。
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部門別売上高

部 門
当 期（2025.1.1～2025.12.31） 前 期 比 増 減（△）

金 額 構成比 金 額 増減率

千円 % 千円 %

L P G 容 器 用 バ ル ブ 5,504,847 43.3 322,266 6.2

配 管 用 バ ル ブ 2,153,857 16.9 △150,671 △6.5

高 圧 ガ ス バ ル ブ 及 び
ガ ス 関 連 設 備 機 器

2,671,308 21.0 309,244 13.1

黄 銅 削 り 粉 1,781,202 14.0 149,356 9.2

商 品 26,650 0.2 △7,596 △22.2

不 動 産 賃 貸 577,137 4.6 △498 △0.1

合 計 12,715,003 100.0 622,101 5.1
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② 設備投資の状況

当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は、672百万円（うち連結子会社17百万

円）であり、その主たるものは、機械装置の取得に307百万円、建設仮勘定の取得に195

百万円、その他の資産の取得に170百万円（うち連結子会社17百万円）であります。

③ 資金調達の状況

該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

⑦ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。
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(2) 財産及び損益の状況の推移

区 分
2022年度
(第91期)

2023年度
(第92期)

2024年度
(第93期)

2025年度
(当連結会計年度)

(第94期)

売 上 高 ( 千 円 ) 11,195,267 11,132,042 12,092,902 12,715,003

親会社株主に帰属する
( 千 円 )

当 期 純 利 益
949,226 909,253 396,769 969,459

１株当たり当期純利益 ( 円 ) 142.26 136.04 59.23 144.64

総 資 産 ( 千 円 ) 19,788,749 21,098,197 21,646,381 22,301,958

純 資 産 ( 千 円 ) 14,289,305 15,635,827 16,057,323 17,096,976

１株当たり純資産額 ( 円 ) 2,141.54 2,337.24 2,395.16 2,551.06

(3) 重要な子会社の状況

会社名 資本金
当社の出
資比率

主要な事業内容

株式会社ハマイコリア 100億ウォン 100% バルブの製造、販売及び輸出入
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(4) 対処すべき課題

現在の「2226中期経営計画」は、2021年当時に、今後のカーボンニュートラル実現に向けた

世界中でのエネルギー転換の加速を見据え、当社の機器メーカーとしての役割と成長の道筋を

描いた「ビジョン2030」を達成するための基本となる戦略を設定した５カ年計画であります。

今年度は、その５カ年計画の最終年度であり、その総仕上げに邁進するとともに、次なる中

期計画、そして更なる新たなビジョンを策定する準備期間であり、下記の４つの戦略を重点課

題として取り組んで参ります。

①既存事業戦略

・顧客の「困った」を価値に変える、また顧客満足度の向上

・技術開発能力の向上を図り、新規市場分野へのメニューアップにつなげる

・製販それぞれが収益向上、費用対効果意識を徹底する

・未来につながる生産技術力の向上を図り、原価低減・収益性の拡大を図る

・生産管理・購買管理分野の強化とＤＸ化

②クリーンエネルギー戦略

・水素事業の新たな分野への投資拡大

・新クリーンエネルギー分野への進出と技術基盤構築

③新規海外事業戦略

・ハマイコリアによる中国事業展開の強化

・販売、調達、人的資本拡充を狙ったアジア戦略（南アジア、東南アジア）

・バルブ事業周辺の新たな事業分野への進出検討

④未来に向けた体制への展開

・ビジョン、中期経営計画、組織体制の見直し

・資本コストを念頭に置いた経営、ＥＳＧ経営への転換を図る

・企業倫理向上、コーポレートガバナンスの強化

・人的資本の強化とＢＣＰの整備

株主の皆様におかれましては、今後の一層のご支援を賜りますよう宜しくお願い申しあげま

す。尚、当社の「ビジョン2030」及び「2226中期経営計画」につきましては当社ウェブサイト

（https://www.hamai-net.com/）に掲載しておりますのでご参照ください。
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(5) 主要な事業内容（2025年12月31日現在）

① バルブ事業

・ＬＰＧ容器用バルブの製造・販売

・配管用バルブの製造・販売

・高圧ガス容器用バルブの製造・販売

・設備弁等の各種弁類の製造・販売

② 不動産賃貸事業

・店舗用ビル、老人ホーム施設、個人向居住用住宅等の不動産賃貸

(6) 事 業 所（2025年12月31日現在）

① 当社

本社（東京)、大阪営業所、名古屋営業所、福岡営業所、仙台営業所、中四国営業所、府中

工場（東京)、大多喜工場（千葉）

② 子会社 株式会社ハマイコリア（本社・工場：釜山広域市（韓国））

(7) 従業員の状況（2025年12月31日現在）

性 別 従業員数 前連結会計年度末比増減

男 性 246名 7名

女 性 51名 2名

合計 297名 9名

(注) 本表の従業員数には、臨時従業員（78名）は含んでおりません。

(8) その他企業集団の現況に関する重要な事項

当社は、2024年6月、公正取引委員会から独占禁止法に基づく排除措置命令および課徴金納

付命令を受領しました。

これに関して、同年7月、当社の株主1名から当社監査等委員宛の「取締役に対する責任追

及の訴え提起請求書」を受領したことから、当社監査等委員会は、提訴請求を受けた取締役

８名について、責任追及の訴えの提起の要否を検討した結果、同年11月11日、当該取締役8名

のうち2名に対して責任追及の訴えを提起することを決定し、同年12月27日に、当該取締役２

名に対する損害賠償請求訴訟を東京地方裁判所に提起いたしました。

本訴訟の今後の進捗によっては当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性
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があります。

なお、当該取締役２名につきましては2025年２月28日開催の取締役会をもって退任してお

ります。

お客さまや株主さまをはじめ、関係者の皆様には多大なご迷惑とご心配をおかけしており

ますことを、深くお詫び申し上げます。

今後、このような命令を受けることがないよう、独占禁止法の遵守をはじめとしたコンプ

ライアンスおよび再発防止策の徹底に努めてまいります。
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2. 会社の現況

(1) 株式の状況（2025年12月31日現在）

① 発行可能株式総数 11,518,000株

② 発行済株式の総数 7,424,140株

③ 当期末株主数 1,577名
④ 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ミ ス ヂ 持 株 会 1,098千株 16.39%

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 546 8.15

光 通 信 KK 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 356 5.32

佐 藤 金 属 株 式 会 社 336 5.02
浜 井 三 郎 315 4.70

浜 井 啓 子 222 3.31

濱 井 健 一 郎 186 2.78

富 士 精 密 株 式 会 社 176 2.63

株式会社ミツウロコグループホールディングス 175 2.62

三 橋 玲 子 150 2.23

(注) 持株比率は自己株式（722,240株）を控除して計算しております。

⑤当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。
・取締役、その他の役員に交付した株式の区分別合計

区 分 株 式 数 交 付 対 象 者 数

取 締 役
（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）

9,316株 6名

監 査 等 委 員 で あ る 取 締 役
( 社 外 取 締 役 を 除 く。)

― ―

社 外 取 締 役 ― ―

(2) 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

① 取締役の状況（2025年12月31日現在）

氏 名 会社における地位及び担当又は重要な兼職の状況

河 内 茂 代表取締役社長 注4

吉 村 真 介 取締役（管理本部長）注4,5,6

河 村 慎 一 取締役（品質保証本部長）注4

丸 岡 信 行 取締役（生産本部長兼府中工場長）

川 村 信 之 取締役（事業開発本部製品研究開発室長）

横 澤 直 人 取締役（営業本部長兼事業開発室長）注7

岡 田 信 次 郎 取締役 常勤監査等委員 注2

手 塚 幸 一 取締役 監査等委員（税理士、手塚幸一税理士事務所 代表）注1,3

吉 羽 真 一 郎
取締役 監査等委員（弁護士、潮見坂綜合法律事務所 パートナー）
株式会社スタジオアタオ社外取締役（監査等委員）
株式会社サイバー・バズ社外取締役（監査等委員）
フリュー株式会社社外監査役
株式会社ジグザグ社外監査役 注1

(注1) 取締役手塚幸一氏及び取締役吉羽真一郎氏は、社外取締役であります。
取締役手塚幸一氏及び取締役吉羽真一郎氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届
けております。

(注2) 岡田信次郎氏は、常勤の監査等委員であります。当社は、情報収集その他監査の実効性を高め、監査・
監督機能を強化する為、常勤の監査等委員を選定しております。

(注3) 監査等委員手塚幸一氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する
ものであります。

(注4) 当事業年度中に以下の取締役の地位及び担当の異動がありました。

氏 名 新 旧 異動年月日

河 内 茂 代表取締役社長
取締役

（大多喜工場長）
2025年２月28日

吉 村 真 介
取締役

（管理本部長）
代表取締役専務

（管理本部長兼事業開発室長）
2025年２月28日

河 村 慎 一
取締役

（品質保証本部長）
常務取締役

（品質保証本部長兼生産本部長）
2025年２月28日

(注5) 取締役吉村真介氏は、2018年６月８日付で株式会社ハマイコリアの監査役に就任しております。
(注6) 取締役吉村真介氏は、2019年２月20日付で四国ハマイ株式会社の監査役に就任しております。
(注7) 取締役横澤直人氏は、2025年３月７日付で株式会社ハマイコリアの代表理事に就任しております。
(注8) 取締役河西聡氏及び取締役渡辺宏幸氏は、2025年２月28日付で辞任しております。
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② 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険

契約を締結しております。当該保険契約内の被保険者の範囲は当社の取締役、執行役員及

び管理職従業員であり、保険料は全額当社が負担しております。

当該保険契約の内容の概要は、被保険者がその職務の執行に関し、責任を負うこと又は

当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約に

より保険会社が填補するものです。

なお、法令に違反することを認識しながら行った行為に起因する損害等については当該

保険契約の免責事項としており、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにす

る為の措置を講じております。

③ 取締役の報酬等

役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、2023年1月16日付の取締役会において取締役の個人別の報酬等の内容にかかる

決定方針を決議しております。当該取締役会の決議に際しては、予め決議する内容につい

て指名報酬委員会へ諮問し、答申を受けております。なお、2023年3月28日開催の第91回

定時株主総会において、取締役に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを

与えることを目的として、取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対し、従来の固

定報酬である基本報酬に加え、新たに業績連動報酬と株式報酬を導入すること、2021年3

月29日開催の第89回定時株主総会において承認された報酬枠を増枠すること、及びそれと

は別枠で対象取締役に対し譲渡制限付株式付与の為の報酬を支給することが決議されまし

た。

これに伴い、2023年3月28日付の取締役会決議により、上記内容を織り込み、取締役の

個人別報酬等の内容に係る決定方針を改訂しております。

取締役個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

１）基本方針

当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、持続的な成長及び企業価

値の向上に資するインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬を含

む報酬体系とし、個々の職責及び貢献度を踏まえたやりがいの持てる適正な水準とするこ

とを基本方針としています。
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２）役員報酬の構成と割合等

ａ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、固定報酬である基本報酬、

業績連動報酬、及び非金銭報酬（株式報酬）で構成しています。

イ）基本報酬

基本報酬は、金銭による月例の固定報酬とし、会社運営の委任に伴うリスクや負担、

当社の経営状況、他社水準、従業員給与の水準などを総合的に考慮し役位に応じて

設定しています。

ロ）業績連動報酬

当社は、事業年度ごとの業績に連動する業績連動報酬を付与しています。業績連動

報酬に係る指標は、連結売上高と対連結売上高営業利益率の目標達成率を勘案し、

別途定める算式を基準としております。当該指標を選択した理由は、経営上の目標

達成状況を判断する客観的で有効な指標と判断したからです。

ハ）株式報酬

当社の中長期的な企業価値の向上、株主の皆様との一層の価値共有を目的に、毎年

一定の時期に株主総会で承認をいただいた報酬枠（上記イ）、ロ）とは別枠）の範囲

内において譲渡制限付株式（譲渡制限期間は取締役の退任までの間とする）を付与

するものとし、付与数は役位に応じて決定しています。

ニ）報酬割合

役員報酬の種類別の報酬割合については、固定報酬と業績連動報酬の割合を概ね

７：３（業績目標係数が100％の時）を目安としています。

ｂ．取締役（監査等委員）の報酬については、その職務に鑑み、基本報酬のみとしてお

ります。

３）取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

ａ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容の決定にあた

っては、株主総会で承認いただいた報酬限度額の範囲内において、取締役会から諮

問を受けた指名報酬委員会において、個々の取締役の役位、職責を踏まえた貢献度、

当社の業績、従業員給与の水準等を踏まえ審議・検討し、当該委員会の答申結果を

踏まえた上で取締役会にて決定するものとしています。

ｂ．取締役（監査等委員）の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、指名報酬委員
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会での審議を踏まえ、株主総会でご承認いただいた報酬限度額の範囲内において、

監査等委員である取締役の協議により決定するものとしています。

ｃ．個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長 河内茂がその

具体的な内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、取締役の役位に

応じた基本報酬の額及び業務執行取締役の個々の業績評価を踏まえた業績連動賞与

の評価配分等の決定とします。当社全体の状況を俯瞰しつつ、各取締役の担うべき

機能・役割に応じて報酬等を判断するには代表取締役社長が最も適していることか

ら、当該権限を委任しております。取締役会は、当該権限が代表取締役社長 河内

茂によって適切に行使されるよう、指名報酬委員会に諮問し答申を得るものとし、

代表取締役社長 河内茂は、当該答申の内容を尊重し決定するものとしています。

ｄ．当事業年度に係る監査等委員でない取締役の個人別報酬等の内容が方針に沿うもの

であると取締役会が判断した理由

当事業年度の監査等委員でない取締役の報酬額については、取締役の報酬制度の概

要に記載の通り、固定報酬及び前期予算の売上高目標達成率及び前期予算の売上高

営業利益率の達成率に基づいた業績連動報酬について指名・報酬委員会が算定した

答申内容を取締役会で審議した結果、妥当と判断しております。

なお、取締役の報酬限度額については、2023年３月28日開催の第91回定時株主総会に
おいて、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は年額22,000万円以
内、監査等委員である取締役の報酬限度額は年額3,000万円以内で決議されております。
また同日の株主総会において取締役（監査等委員である取締役を除く。）に上記の報酬
限度額とは、別枠として、新たに譲渡制限付株式付与の為の報酬枠年額2,000万円以内
で決議承認されています。

④ 業績連動報酬等に関する事項

当社は、事業年度毎の業績に連動する業績連動報酬を付与しています。
業績連動報酬に係る指標は、連結売上高と対連結売上高営業利益率の目標達成率としてお

り、別途定める算式により算定される全社の業績係数と個人評価を反映した個人評価係数に
より、算出しております。
これらの指標を選択した理由は、経営上の目標達成状況を判断する客観的で有効な指標と

判断したからです。
当該事業年度の連結売上高目標達成率109.9％、対連結売上高営業利益率目標達成率101.6

％と、いずれも達成しております。
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⑤ 非金銭報酬等の内容

当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対して、株式保有を通じて当
社の中長期的な企業価値の向上、株主の皆様との一層の価値共有を目的として、2023年3月28
日開催の第91回定時株主総会の決議に基づき、株式報酬制度を導入しており、毎年１回、取
締役会決議を経て、対象者に対し普通株式を用いた譲渡制限付株式の割当てを行います。当
該株式報酬の内容は、普通株式を用いた譲渡制限付株式の交付とし、譲渡制限解除は役員退
任時を原則とします。また、譲渡制限付株式の付与の為に支給する金銭報酬は年額2,000万円
以内とし、当社の普通株式について発行又は処分を受ける当社の普通株式の総数は年25,000
株以内とします。なお、その交付状況は「2. 会社の現況 (1) 株式の状況 ⑤当事業年度中
に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況」に記載のとおりです。

⑥ 取締役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円)
対象となる役
員の員数固定報酬 業績連動報酬非金銭報酬等

退職慰労引当
金繰入額

取 締 役
（監査等委員である取締役を除く。）

147,975 85,645 50,524 11,806 - 7名

監 査 等 委 員
（社外取締役を除く。）

9,000 9,000 - - - 1名

社 外 取 締 役 13,200 13,200 - - - 2名

合 計 170,175 107,845 50,524 11,806 - 10名

(注)1． 2023年３月28日開催の第91回定時株主総会終結の時をもって、上記「役員の報酬等の額又はその算定
方法の決定に関する方針に係る事項 ２）役員報酬の構成と割合等」に記載の役員報酬制度を採用し
ております。

2. 2023年３月28日開催の第91回定時株主総会終結の時をもって、当社の取締役は当社の使用人を兼務し
ないものとし、取締役に対しては、使用人分給与及び賞与の支給は廃止し、取締役としての報酬等の
みを支払うこととしております。

3. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役の報酬額につきましては、
2023年３月28日開催の第91回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の
報酬額は年額22,000万円以内、監査等委員である取締役の報酬額は年額3,000万円以内と決議いただ
いております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は８
名、監査等委員である取締役の員数は３名（うち社外取締役は２名）です。

4. 業績連動報酬等として、取締役（監査等委員である取締役を除く。）へ役員賞与を支給しております。
5. 上記非金銭報酬は、譲渡制限付株式報酬として当事業年度に費用計上した額であります。
6. 2023年３月28日開催の第91回定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）７名の役員退職慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取締役（監査等委
員である取締役を除く。）７名に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員
退職慰労金を各氏の退任時に贈呈することを決議しております。
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⑦ 社外役員に関する事項

イ. 重要な兼職先である法人等と当社との関係

地位 氏名 重要な兼職の状況 当社との関係

取締役
（監査等委員）

手塚幸一 手塚幸一税理士事務所 代表 特別な関係はありません。

取締役
（監査等委員）

吉羽真一郎

潮見坂綜合法律事務所 パートナー
株式会社スタジオアタオ 社外取締役
（監査等委員）
株式会社サイバー・バズ 社外取締役
（監査等委員）
フリュー株式会社 社外監査役
株式会社ジグザグ 社外監査役

特別な関係はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

地位 氏名 主な活動状況

取締役
（監査等委員）

手塚幸一

14回開催した取締役会に14回、14回開催した監査等委員会14回に出席
し、主に税理士としての専門的見地から及び財務・会計の知見から実践
的な視点より、経営に関する助言、リスクの指摘や改善策の提案等を行
い当社経営の監督に適切な役割を果たしております。

取締役
（監査等委員）

吉羽真一郎

14回開催した取締役会に14回、14回開催した監査等委員会14回に出席
し、主に企業法務に精通した弁護士としての専門的見地から、また他社
での社外役員の経験に基づき、客観的・専門的な視点からリスクの指摘
や改善策の提案等を行い当社経営の監督に適切な役割を果たしておりま
す。

ハ．責任限定契約の内容の概要

当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当社の社外取締役は、会社法第423条第１項の責任につき、会社法第425条第１項に

規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。
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(4) 会計監査人の状況

① 会計監査人の名称 監査法人まほろば
② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000千円

当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額

21,000千円

(注1) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額
にはこれらの合計額を記載しております。

(注2) 当社の子会社である株式会社ハマイコリアは、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けておりま
す。

(注3) 監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査
計画における監査時間及び監査報酬の推移を確認し、報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監
査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断

した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を決定し、取締役会は、当該決定

に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。また、監査等委員会は、会計監査人が

会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の

同意に基づき、監査等委員会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が

選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任し

た旨と解任した理由を報告いたします。

(5) 業務の適正を確保する為の体制及び当該体制の運用状況

（業務の適正を確保する為の体制）
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する為の体制、その他会社の

業務の適正を確保する為の体制について決定しております内容の概要は、以下のとおりで
あります。
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する為の体制

・ 内部統制事務局を設置し、コンプライアンスに基づく企業活動を構築し、取締役、
使用人を含め、法令、定款及び社内規程の遵守、徹底を図る。

・ 取締役会は、取締役会規程を定め、月１回を原則として必要に応じて随時開催し、
取締役間の意思疎通を図るとともに法令に従い、相互に業務執行の監督をする。
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・ 取締役の職務執行は、法令及び監査等委員会の監査方針に従い、監査等委員会が監
査する。

・ 内部統制事務局は、本方針に基づいた運用状況の確認を行い、改善を要する事項に
ついては、取締役会に報告する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・ 取締役の職務執行に係る情報は、取締役会規程及び文書管理規程に基づき、記録し、
保存、管理する。

・ 上記記録は、文書として保存し、保存要領に定められた期間、その保存媒体に応じ
て適切かつ検索性の高い状態で保存・管理し、必要に応じて閲覧可能な状態を維持
する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・ 取締役会は、事業の継続性確保の為リスク管理体制を適宜見直し、問題点の把握と
改善に努める。

・ リスク管理委員会を設置し、各部門のリスク管理体制の整備を支援するとともに、
全社的なリスクの把握及び取組状況を監査し、結果を適時取締役会に報告する。

・ 各部門長及び使用人は、自部門のリスク管理体制を適宜、整備・改善するとともに、
自部門内に内在するリスクの洗い出し、リスクの軽減に努める。

・ 工場の安全及び環境整備に関しては、安全対策の為、安全衛生委員会等をそれぞれ
設置し、適宜整備・改善にと努める。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する為の体制

・ 効率的な職務執行を執り行う為、分掌権限規程等によって、職務分掌を適切に定め、
権限委譲を行い機動的な意思決定に努める。

・ 取締役会の任意委員会として指名報酬委員会を設置し、取締役の指名及び報酬に関
する客観性・公正性を担保する。

・ 適切な人事考課、充実した社員研修を行い、社員モラルを高めるよう努める。
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５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する為の体制

・ 使用人は、法令及び就業規則並びに関連規程に基づき、企業理念・法令遵守、企業
倫理に即した業務執行にあたり、各部門は職制を通じて業務執行の徹底と監督を行
う。

・ 内部統制事務局は、各部門の業務監査・会計監査を実施し、不正の発見、防止及び
その改善を図るとともに、監査結果を取締役会及び監査等委員会に報告する。

６．当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保する為の体制

・ 当社の連結子会社の経営については、子会社の自主性を尊重しつつ、事業内容の
定期的な報告及び重要案件の事前協議を実施する等、損失の危険の監視を含め、適
正な管理に努める。

・ 子会社は、当社と適切に連携し、効率的に業務を遂行するとともに、内部統制シス
テムの整備を図る。

７．監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び使用人を置くことを求めた場合にお
ける当該取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用人の当社の他の取締役

（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び監査等委員会の当
該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・ 監査等委員会が必要とした場合、監査等委員会の職務を補助する使用人を置く。

・ 上記使用人の異動、評価については、監査等委員会の同意を得ることとする。

８．当社及び子会社の取締役及び使用人が監査等委員会に報告する為の体制、当該報告を
した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する為
の体制、その他監査等委員会への報告に関する体制

・ 当社及び子会社の取締役及び使用人は、重大な法令違反、その他コンプライアンス
に関する重要な事実を認識した場合には、直ちに監査等委員会に報告するものとす
る。また、監査等委員会の求めに応じて、業務執行状況を報告する。

・ 当社及び子会社は、監査等委員会に報告をした者に対し、当該報告をしたことを理
由として不利な取扱いは行わないものとする。

・ 取締役は、会社に著しい損害を及ぼす事実を発見した場合は、速やかに監査等委員

2026年02月18日 14時35分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



招

集

ご

通

知

事

業

報

告

連

結

計

算

書

類

計

算

書

類

監

査

報

告

書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 21 ―

会に報告する。

９．監査等委員の職務の遂行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

・ 当社は、監査等委員がその職務の遂行について生ずる費用の前払い等の請求をした
ときは、当該請求に係る費用又は債務が監査等委員会の職務の遂行に必要でないと
認められる場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

１０．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保する為の体制

・ 代表取締役と監査等委員会及び監査法人は、適宜会合をもち、監査上の重要課題等
について意見交換し、相互認識を深める。また、内部統制事務局と緊密な連携を保
つとともに、必要に応じて、内部統制事務局に調査を求める。

・ 監査等委員会は、代表取締役及び取締役会に対して、監査方針及び監査計画並びに
監査の実施状況・結果について適宜報告する。

１１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

・ 当社は、市民社会の秩序を乱したり安全を脅かしたりする恐れのある反社会的勢力
に対して毅然とした態度で接し、不当要求には一切応じない。

・ 反社会的勢力より不当要求がなされた場合は、拒絶の意思を明示するとともに速や
かに所轄の警察署へ通報する。
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（業務の適正を確保する為の体制の運用状況の概要）
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する為の体制、その他会社の

業務の適正を確保する為の体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。
① 内部統制システム全般

当社及び子会社の内部統制システム全般の整備・運用状況を年１回の内部監査でモニ
タリングし、改善を進めております。子会社に対しては「子会社管理規程」に基づく報
告・承認体制の順守を励行しております。

② コンプライアンス
当社は、当社及び子会社の使用人に対し、その階層に応じて必要なコンプライアンス

について、社内研修での研修及び会議体での説明を行い、法令及び定款を遵守する為の
取組みを継続的に行っております。

また、当社は内部通報制度運用規程により相談・通報体制を設けており、コンプライ
アンスの実効性向上に努めております。

③ リスク管理体制
「リスク管理規程」に定めるリスクの種類について、各部門から報告されたリスクの

レビューを事業所の管理職以上が出席する経営会議等で実施し、全社的な情報共有と当
該リスクの管理体制の改善を図っております。

④ 内部監査
内部統制事務局が作成した内部監査計画に基づき、内部監査を年１回実施しておりま

す。

(6) 会社の支配に関する基本方針

特記すべき事項はありません。

3. 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、配当金につきましては、内部留保を勘案しつつ継続かつ安定的な配当を行うことを

基本方針としております。

内部留保資金は設備の合理化、省力化投資、研究開発活動の投資に活用し、事業の拡大に努

めてまいります。

自己株式の取得につきましては、端株買取請求等の状況に応じて適宜決定をしてまいりま

す。

この基本方針に基づき、株主の皆様のご支援にお応えし、当期におきましては経営成績を踏

まえ１株当たり40円（うち中間配当15円実施済み）を実施いたしたいと存じます。
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連 結 貸 借 対 照 表

(2025年12月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 12,514,166 流 動 負 債 2,994,047

現 金 預 金 4,248,484 支 払 手 形 26,985
受 取 手 形 964,701 買 掛 金 711,524
売 掛 金 2,395,924 電 子 記 録 債 務 1,316,486
電 子 記 録 債 権 1,048,344 未 払 金 346,195
有 価 証 券 48,839 未 払 法 人 税 等 219,722
商 品 7,195 未 払 消 費 税 等 86,799
製 品 1,101,426 未 払 費 用 79,400
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 991,955 前 受 金 49,280
仕 掛 品 1,638,217 預 り 金 53,204
そ の 他 の 流 動 資 産 69,748 賞 与 引 当 金 51,200
貸 倒 引 当 金 △671 設 備 関 係 支 払 手 形 532

固 定 資 産 9,787,792 短 期 リ ー ス 債 務 52,716
有 形 固 定 資 産 5,067,912 固 定 負 債 2,210,934
建 物 2,800,703 退 職 給 付 に 係 る 負 債 604,790
構 築 物 85,988 長 期 未 払 金 144,100
機 械 及 び 装 置 1,320,863 預 り 保 証 金 696,369
車 両 運 搬 具 13,868 リ ー ス 債 務 121,553
工 具 器 具 備 品 56,221 繰 延 税 金 負 債 644,120
土 地 319,163
リ ー ス 資 産 168,268 負 債 合 計 5,204,982
建 設 仮 勘 定 302,834 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 24,109 株 主 資 本 15,025,714
電 話 加 入 権 2,412 資 本 金 395,307
ソ フ ト ウ エ ア 18,179 資 本 剰 余 金 651,934
リ ー ス 資 産 3,300 利 益 剰 余 金 14,672,852
そ の 他 218 自 己 株 式 △694,379

投資その他の資産 4,695,769 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 2,071,262
投 資 有 価 証 券 4,108,218 その他有価証券評価差額金 2,035,181
関 係 会 社 株 式 7,050 為 替 換 算 調 整 勘 定 36,080
出 資 金 310
長 期 前 払 費 用 2,842
保 険 積 立 金 400,277
そ の 他 の 投 資 160,553
繰 延 税 金 資 産 18,537
貸 倒 引 当 金 △2,019 純 資 産 合 計 17,096,976

資 産 合 計 22,301,958 負 債 ・ 純 資 産 合 計 22,301,958
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連 結 損 益 計 算 書

(2025年１月１日から
2025年12月31日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

Ⅰ．売 上 高

製 品 ・ 商 品 売 上 高 12,137,866

不 動 産 賃 貸 収 入 577,137 12,715,003

Ⅱ．売 上 原 価

製 品 ・ 商 品 売 上 原 価 10,028,433

不 動 産 賃 貸 原 価 192,887 10,221,321

売 上 総 利 益 2,493,682

Ⅲ．販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,270,713

営 業 利 益 1,222,969

Ⅳ．営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 93,894

そ の 他 37,134 131,029

Ⅴ．営 業 外 費 用

そ の 他 258 258

経 常 利 益 1,353,739

Ⅵ．特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,824 4,824

Ⅶ．特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 805 805

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,357,758

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 375,642

法 人 税 等 調 整 額 12,655 388,298

当 期 純 利 益 969,459

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 969,459
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連結株主資本等変動計算書

(2025年１月１日から
2025年12月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 395,307 652,394 13,938,002 △692,284 14,293,419

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △234,610 △234,610

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

969,459 969,459

譲渡制限付株式報酬 △460 △2,094 △2,554

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 - △460 734,849 △2,094 732,295

当 期 末 残 高 395,307 651,934 14,672,852 △694,379 15,025,714

(単位：千円)

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
その他の包括利益

累計額合計

当 期 首 残 高 1,739,062 24,840 1,763,903 16,057,323

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △234,610

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

969,459

譲渡制限付株式報酬 △2,554

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

296,119 11,240 307,359 307,359

当 期 変 動 額 合 計 296,119 11,240 307,359 1,039,654

当 期 末 残 高 2,035,181 36,080 2,071,262 17,096,976
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連結注記表

１．連結計算書類の作成の為の基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 １社

主要な子会社の名称 株式会社ハマイコリア

② 非連結子会社

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した関連会社数

該当事項はありません。

② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

持分法を適用しない非連結子会社

該当事項はありません。

持分法を適用しない関連会社

会社名 北陸ハマイ株式会社

四国ハマイ株式会社

非連結子会社及び関連会社について持分法を適用しない理由

持分法を適用しない会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がない為、持分法の適用範囲から除外しており

ます。

(3) 会計方針に関する事項

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 …………市場価格のない株

式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

市場価格のない株

式等

移動平均法による原価法
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② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）によっております。

商品 ……… 先入先出法

製品・原材料・仕掛品 ……… 総平均法

貯蔵品 ……… 最終仕入原価法

③ 重要な減価償却資産の減価償却方法

有形固定資産

(リース資産を除く)

…………当社は、定率法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっております。ただし、府中シ

ョッピングセンター施設は、法人税法の規定に基づく旧定

額法を採用しております。なお、1998年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以

降に取得した建物附属設備及び構築物については、法人税

法に定める定額法を採用しております。また、在外連結子

会社は建物及び車両運搬具については定額法、それ以外の

有形固定資産については定率法を採用しております。

無形固定資産

(リース資産を除く)

…………定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産 …………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

長期前払費用 …………均等償却によっております。

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

④ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

…………外貨建金銭債権債務は連結会計年度末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

⑤ 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 …………債権の貸倒れによる損失に備える為、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権につい

ては、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上し

ております。
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賞与引当金 …………従業員に対して支給する賞与の支出に充てる為、将来の支

給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

役員退職慰労引当金……2023年３月28日開催の第91回定時株主総会において、役員

退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給が決議されました。

これに伴い役員退職慰労引当金を全額取崩し、打切り支給

額の未払い分を固定負債の長期未払金に計上しております。

⑥ 退職給付に係る会計処理の方法
当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に

係る期末自己都合要支給額から中小企業退職金共済制度による給付見込額を控除して退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑦ 収益及び費用の計上基準
（バルブ事業）

主に高圧ガス容器用弁の製品の製造・販売及び商品の販売をしております。国内の販
売においては、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が
通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。輸出販売においては船
積した時点で収益を認識しております。
（不動産賃貸事業）

営業用及び居住用建物を賃貸し、その対価として賃料を受領しております。本取引に
対しては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記
該当事項はありません。
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３．表示方法の変更に関する注記
該当事項はありません。

４．会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産の回収可能性

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産18,537千円と繰延税金負債644,120千円を計上しております。

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

当社グループは、繰延税金資産の回収可能性を評価するに際し将来の課税所得を合理的に

見積っております。しかし、繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存す

る為、その見積額が減少した場合に繰延税金資産が減額され税金費用を計上する可能性が

あります。

退職給付引当金

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

退職給付に係る負債604,790千円を計上しております。

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

当社グループは退職給付債務について退職一時金制度に係る期末自己都合要支給額を基に

簡便法により計算しております。また、退職給付に係る負債については、退職給付債務から

中小企業退職金共済制度による給付見込額等を控除して算出しております。その為、期中

に想定外の退職者があった場合や、評価時点の景況によって重要な影響を受ける可能性があ

ります。
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５．連結貸借対照表に関する注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額 12,668,282千円

(2) 担保に供している資産
土 地 22,055千円
建 物 376,519千円
構 築 物 1,754千円

上記に対する債務
預 り 保 証 金 484,500千円

(3) 決算期末日満期手形等の会計処理は、当連結会計年度末日は金融機関の休日でしたが満期
日に決済が行われたものとして処理しております。
当連結会計年度末日満期手形等は次のとおりであります。

受 取 手 形 116,694千円
電 子 記 録 債 権 53,043千円
支 払 手 形 12,242千円
電 子 記 録 債 務 536,863千円
設備関係支払手形 778千円

６．連結損益計算書に関する注記

通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 20,604千円

2026年02月18日 14時35分 $FOLDER; 30ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



招

集

ご

通

知

事

業

報

告

連

結

計

算

書

類

計

算

書

類

監

査

報

告

書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 31 ―

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末日における発行済株式の総数

普通株式 7,424,140株

(2) 当連結会計年度末日における自己株式の数

普通株式 722,240株

(3) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額等

2025年３月25日開催の第93回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 134,081千円

・１株当たり配当金額 20円

・基準日 2024年12月31日

・効力発生日 2025年３月26日

2025年８月７日開催の取締役会の決議による中間配当に関する事項

・配当金の総額 100,528千円

・１株当たり配当金額 15円

・基準日 2025年６月30日

・効力発生日 2025年９月１日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になる

もの

2026年３月24日開催の定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 167,547千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当金額 25円

・基準日 2025年12月31日

・効力発生日 2026年３月25日
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８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備等投資計画に照らして、必要な資金を自己資金、及び必要に応じ

長期借入により調達しております。一時的な余資は運転資金として利用しており、投機的

な取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。また、海外に事業展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替

の変動リスクに晒されております。

有価証券及び投資有価証券は、保有目的の分類における「その他有価証券」に該当する

投資信託及び株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形、買掛金及び電子記録債務は、流動性リスクに晒されておりま

すが、ほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものについては、為

替の変動リスクに晒されております。

③金融商品に係るリスク管理体制

・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、社内規定に従い、営業債権について営業担当部門が主要な取引先の状況を定期

的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪

化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

・市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状

況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま

す。

・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

各部門からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許

流動性の維持などによりリスク管理をしております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいる為、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと
おりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません。(（注２）
をご参照ください。)また現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、電子記録
債権、支払手形、買掛金、電子記録債務は短期間で決済される為時価が帳簿価額に近似する
ことから、注記を省略しております。

連結貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

有価証券及び投資有価証券 3,940,749 3,940,749 －

（注１）金融商品の時価の算定方法

有価証券及び投資有価証券
これらの時価については、株式等は取引所の価格によっております。
投資信託については一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に従い、投資信託の基準価額を時

価とみなしており、当該投資信託が含まれております。

（注２）市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連
結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 216,309
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９．賃貸等不動産に関する注記

当社では、東京都府中市その他の地域において、賃貸用の建物（土地を含む）を所有して

おります。2025年12月期における当該賃貸等不動産に関する営業利益は384,250千円（賃貸

収益は売上高・不動産賃貸収入に、賃貸費用は売上原価・不動産賃貸原価に計上）でありま

す。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次

のとおりであります。
（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,756,510 △110,696 1,645,813 6,204,000

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当連結会計年度増減額は、減価償却による減少額であります。
３．当連結会計年度末の賃貸等不動産の時価につきましては、主として社外の不動産鑑定士の意見を参考

に、(「不動産鑑定評価基準」に準拠して）自社で算定した金額であります。

10．収益認識に関する注記

収益を理解する為の基礎となる情報

当社グループの業種別の基礎情報は以下のとおりとなります。

（バルブ事業）
主に高圧ガス容器用弁の製品の製造・販売及び商品の販売をしております。国内の販売に

おいては、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期
間である場合には、出荷時に収益を認識しております。輸出販売においては船積した時点で
収益を認識しております。

取引の対価は履行義務を充足してから概ね１年以内に受領しており、重要な金融要素は含
まれておりません。
（不動産賃貸事業）

営業用及び居住用建物を賃貸し、その対価として賃料を受領しております。本取引に対し
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて収益を認識しております。

2026年02月18日 14時35分 $FOLDER; 34ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



招

集

ご

通

知

事

業

報

告

連

結

計

算

書

類

計

算

書

類

監

査

報

告

書

株
主
総
会
参
考
書
類

― 35 ―

11．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,551円06銭

１株当たり当期純利益 144円64銭

12．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

13．その他の注記

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表

(2025年12月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 11,508,938 流 動 負 債 2,965,747

現 金 預 金 4,107,822 支 払 手 形 26,985
受 取 手 形 964,701 買 掛 金 714,457
売 掛 金 2,342,318 電 子 記 録 債 務 1,316,486
電 子 記 録 債 権 1,048,344 未 払 金 334,426
有 価 証 券 48,839 未 払 法 人 税 等 219,722
商 品 665 未 払 消 費 税 等 86,799
製 品 936,007 未 払 費 用 62,459
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 568,091 前 受 金 49,280
仕 掛 品 1,425,237 預 り 金 50,680
そ の 他 の 流 動 資 産 67,580 賞 与 引 当 金 51,200
貸 倒 引 当 金 △671 設 備 関 係 支 払 手 形 532

固 定 資 産 10,100,490 短 期 リ ー ス 債 務 52,716
有 形 固 定 資 産 4,725,878 固 定 負 債 2,155,738
建 物 2,569,282 退 職 給 付 引 当 金 538,461
構 築 物 85,988 長 期 未 払 金 144,100
機 械 及 び 装 置 1,217,279 預 り 保 証 金 696,369
車 両 運 搬 具 9,858 リ ー ス 債 務 121,553
工 具 器 具 備 品 53,202 繰 延 税 金 負 債 655,254
土 地 319,163 負 債 合 計 5,121,486
リ ー ス 資 産 168,268 純 資 産 の 部

建 設 仮 勘 定 302,834 株 主 資 本 14,452,760

無 形 固 定 資 産 23,261 資 本 金 395,307
電 話 加 入 権 2,412 資 本 剰 余 金 651,934
ソ フ ト ウ エ ア 17,549 資 本 準 備 金 477,917
リ ー ス 資 産 3,300 そ の 他 資 本 剰 余 金 174,016

投資その他の資産 5,351,350 利 益 剰 余 金 14,099,898
投 資 有 価 証 券 4,108,218 利 益 準 備 金 98,826
関 係 会 社 株 式 152,505 そ の 他 利 益 剰 余 金 14,001,071
出 資 金 310 買 換 資 産 圧 縮 積 立 金 12,826
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 600,000 別 途 積 立 金 10,000,000
破 産 債 権 2,019 繰 越 利 益 剰 余 金 3,988,245
長 期 前 払 費 用 2,842 自 己 株 式 △694,379
保 険 積 立 金 400,277 評価・換算差額等 2,035,181
そ の 他 の 投 資 87,197 その他有価証券評価差額金 2,035,181
貸 倒 引 当 金 △2,019 純 資 産 合 計 16,487,942
資 産 合 計 21,609,429 負 債 ・ 純 資 産 合 計 21,609,429
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損 益 計 算 書

(2025年１月１日から
2025年12月31日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

Ⅰ．売 上 高

製 品 ・ 商 品 売 上 高 11,742,317

不 動 産 賃 貸 収 入 577,137 12,319,455

Ⅱ．売 上 原 価

製 品 ・ 商 品 売 上 原 価 9,768,421

不 動 産 賃 貸 原 価 192,887 9,961,309

売 上 総 利 益 2,358,146

Ⅲ．販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,171,500

営 業 利 益 1,186,645

Ⅳ．営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 96,975

そ の 他 29,405 126,381

Ⅴ．営 業 外 費 用

そ の 他 248 248

経 常 利 益 1,312,778

Ⅵ．特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,824 4,824

Ⅶ．特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 805 805

税 引 前 当 期 純 利 益 1,316,796

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 375,642

法 人 税 等 調 整 額 21,374 397,017

当 期 純 利 益 919,779
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株主資本等変動計算書

(2025年１月１日から
2025年12月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 395,307 477,917 174,476 652,394

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

買換資産圧縮積立金の
変 動 額

当 期 純 利 益

譲渡制限付株式報酬 △460 △460

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 - - △460 △460

当 期 末 残 高 395,307 477,917 174,016 651,934

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計買 換 資 産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 98,826 13,810 10,000,000 3,302,092 13,414,729

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △234,610 △234,610

買換資産圧縮積立金の
変 動 額

△983 983 -

当 期 純 利 益 919,779 919,779

譲渡制限付株式報酬

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 - △983 - 686,153 685,169

当 期 末 残 高 98,826 12,826 10,000,000 3,988,245 14,099,898
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(単位：千円)

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △692,284 13,770,146 1,739,062 15,509,209

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △234,610 △234,610

買換資産圧縮積立金の
変 動 額

- -

当 期 純 利 益 919,779 919,779

譲渡制限付株式報酬 △2,094 △2,555 △2,555

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

296,119 296,119

当 期 変 動 額 合 計 △2,094 682,614 296,119 978,733

当 期 末 残 高 △694,379 14,452,760 2,035,181 16,487,942
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社及び関連

会社株式

…………移動平均法による原価法

その他有価証券 …………市場価格のない株

式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）

市場価格のない株

式等

移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの

方法）によっております。

商品 ……… 先入先出法

製品・原材料・仕掛品 ……… 総平均法

貯蔵品 ……… 最終仕入原価法

(3) 固定資産の減価償却方法

① 有形固定資産

(リース資産を除く)

…………定率法によっております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。ただし、府中ショッピン

グセンター施設は、法人税法の規定に基づく旧定額法を採用し

ております。なお、1998年４月１日以降取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物については、法人税法に定める定額法を採用し

ております。

② 無形固定資産

(リース資産を除く)

…………定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

リース資産 …………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。
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③ 長期前払費用 …………均等償却によっております。

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

(4）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

…………外貨建金銭債権債務は期末日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理しております。

(5) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 …………債権の貸倒れによる損失に備える為、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権及び破産更生債権については、個

別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 …………従業員に対して支給する賞与の支出に充てる為、将来の支給見

込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

③ 退職給付引当金…………従業員の退職給付に備える為、退職給付に係る期末自己都合要

支給額から中小企業退職金共済制度による給付見込額を控除し

て退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

④ 役員退職慰労引当金……2023年３月28日開催の第91回定時株主総会において、役員退職

慰労金制度廃止に伴う打切り支給が決議されました。これに伴

い役員退職慰労引当金を全額取崩し、打切り支給額の未払い分

を固定負債の長期未払金に計上しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

（バルブ事業）

主に高圧ガス容器用弁の製品の製造・販売及び商品の販売をしております。国内の販売

においては、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常

の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。輸出販売においては船積した

時点で収益を認識しております。

（不動産賃貸事業）

営業用及び居住用建物を賃貸し、その対価として賃料を受領しております。本取引に対
しては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて収益を認識しております。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はありません。
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３．表示方法の変更に関する注記

該当事項はありません。

４．会計上の見積りに関する注記

繰延税金資産の回収可能性

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産287,394千円と繰延税金負債942,648千円を相殺した結果、繰延税金負債

655,254千円を計上しております。

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

連結注記表「４.会計上の見積りに関する注記」に記載した内容と同一であります。

退職給付引当金

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

退職給付引当金538,461千円を計上しております。

（2）その他見積りの内容に関する理解に資する情報

連結注記表「４.会計上の見積りに関する注記」に記載した内容と同一であります。
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５．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 12,137,495千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 249,325千円

長期金銭債権 600,000千円

(3) 担保に供している資産

土 地 22,055千円

建 物 376,519千円

構 築 物 1,754千円

上記に対する債務

預 り 保 証 金 484,500千円

(4) 決算期末日満期手形等の会計処理は、当事業年度末日は金融機関の休日でしたが満期日に

決済が行われたものとして処理しております。

当事業年度末日満期手形等は次のとおりであります。

受 取 手 形 116,694千円

電 子 記 録 債 権 53,043千円

支 払 手 形 12,242千円

電 子 記 録 債 務 536,863千円

設 備 支 払 手 形 778千円

６．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

①売上高 512,235千円

②仕入高 12,960千円

③営業取引以外の取引高 11,840千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式の数

普通株式 722,240株
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８．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

長期未払金 45,229千円

退職給付引当金 169,723千円

賞与引当金 15,677千円

未払事業税 13,183千円

投資有価証券評価損 23,270千円

関係会社株式 271,702千円

その他 20,309千円

繰延税金資産小計 559,096千円

評価性引当額 △271,702千円

繰延税金資産合計 287,394千円

繰延税金負債

買換資産圧縮積立金 5,893千円

その他有価証券評価差額金 936,754千円

繰延税金負債合計 942,648千円

繰延税金負債の純額 655,254千円

９．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

(2）役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。
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(3) 子会社及び関連会社等

属性
会社等
の名称

議決権等の
所有(被所
有)割合
（％）

関係内容
取引の
内 容

取引
金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子
会社

(株)ハマイコリア
(所有)
直接 100

兼任
２名

当社製品の
販売
材料の仕入
資金の貸付

各種バルブ販売
ロイヤリティ受取
仕入
利息の受取

267,497
5,268
12,960
6,572

売掛金
未収入金
関係会社
長期貸付金

140,801
5,268

600,000

関連
会社

北陸
ハマイ㈱

(所有)
直接 30

兼任
１名

当社製品の
販売

各種バルブの販売 244,738
売掛金
受取手形

100,014
3,240

取引条件及び取引条件決定方針等

価格その他取引条件は市場の実勢価格を考慮し毎期決定しております。

資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(4) 兄弟会社等

該当事項はありません。

10．収益認識に関する注記

連結注記表「10．収益認識に関する注記」に記載のとおりであります。

11．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2,460円19銭

１株当たり当期純利益 137円22銭

12．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

13．その他の注記

記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年２月14日

株式会社 ハマイ
取 締 役 会 御中

監査法人まほろば
東京都港区
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 土 屋 洋 泰
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 赤 坂 知 紀

監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ハマイの2025年１月１日から2025年12月31日までの連結会計

年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査

を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ハマイ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監

査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に

関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内

容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重

要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ

とが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうか

を評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ

る場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ

る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影

響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての

判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立

案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を

入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関

連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、

継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起するこ

と、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明

することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に

より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手

する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して

責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備

を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人

の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を

許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年２月14日

株式会社 ハマイ
取 締 役 会 御中

監査法人まほろば
東京都港区
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 土 屋 洋 泰
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 赤 坂 知 紀

監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ハマイの2025年１月１日から2025年12月31日までの
第94期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細
書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書
類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監
査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ
る。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容
に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計
算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告するこ
とが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、
又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を
許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年１月１日から2025年12月31日までの第94期事業年度の取締役の職務の執行について監査いたしまし

た。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づ

き整備されている体制（内部統制システム）の状況について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に

報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び

使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主

要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通

及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ

とを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等

に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算

書及び連結注記表)について検討いたしました。

2. 監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

なお、2024年6月に公正取引委員会から独占禁止法に基づく排除措置命令及び課徴金納付命令を受けた件につき、監査等

委員会は、当社が事業報告に記載の再発防止の取組みを着実に実施していることを確認していますが、引き続き取締役によ

る再発防止等に向けた取組みの実施状況を監視・検証してまいります。また、2024年12月、監査等委員が当社を代表し、当

時の取締役２名に対して提起した損害賠償請求訴訟は現在も係属中です。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人監査法人まほろばの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人監査法人まほろばの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年２月13日
株式会社ハマイ 監査等委員会

常勤監査等委員 岡田 信次郎 ㊞
監査等委員 手 塚 幸 一 ㊞
監査等委員 吉羽 真一郎 ㊞

（注）監査等委員手塚幸一及び吉羽真一郎は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

株主の皆様への安定的な利益還元を基本に将来の事業展開に備えた内部留保の充

実にも留意いたしまして、期末配当金につきましては、１株につき25円とさせて

いただきたいと存じます。この結果、中間配当金（１株につき15円）を含めまし

た当期の年間配当金は、１株につき40円となります。

１．配当財産の割当に関する事項及びその総額

普通株式１株につき金25円 総額 167,547,500円

２．剰余金の配当が効力を生じる日

2026年３月25日

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件

本総会の終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名全
員は任期満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名
の選任をお願いしたいと存じます。
なお、取締役候補者については、指名報酬委員会の答申を経て、取締役会におい
て決定しております。また、本議案について監査等委員会において各候補者は当
社の取締役として適任であると判断しております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の普通株式数

1

再任

河
かわ

内
うち

茂
しげる

（1964年11月２日生）

2004年９月 当社入社
2010年４月 当社大多喜工場総務マネージャー
2014年４月 当社大多喜工場生産管理マネージ

ャー
2018年４月 当社大多喜工場次長
2019年３月 当社大多喜工場長
2019年３月 当社取締役
2025年２月 当社代表取締役社長（現任）

5,971株

候補者と
した
理由

同氏は、当社で長年培ってきた豊富なビジネス経験・見識に加えて、業界における優れた知
見と強いリーダーシップを有しており、当社の持続的企業価値向上実現の為の経営者として
相応しいと判断した為であります。

2

再任

吉
よし

村
むら

真
しん

介
すけ

（1960年７月15日生）

2012年８月 ㈱みずほ銀行より当社へ出向
2014年３月 当社管理本部部長
2014年３月 当社取締役
2018年６月 ㈱ハマイコリア監査役（現任）
2018年７月 当社管理本部長（現任）
2019年３月 当社事業開発室長
2019年３月 当社常務取締役
2019年２月 四国ハマイ㈱監査役（現任）
2023年３月 当社専務取締役
2024年12月 当社代表取締役専務
2025年２月 当社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ハマイコリア監査役
四国ハマイ株式会社監査役

7,774株

候補者と
した
理由

同氏は、当社の経理及び総務部門の責任者としての豊富な経験と実績を有しており、今後に
おいても当社の経営の重要事項の意思決定や業務執行の監督の役割を果たす適切な人材と判
断した為であります。

3

再任

丸
まる

岡
おか

信
のぶ

行
ゆき

（1963年３月27日生）

1985年４月 当社入社
2012年１月 当社府中工場生産技術マネージャ

ー兼製造マネージャー
2018年４月 当社府中工場副工場長兼生産技術

マネージャー
2019年３月 当社府中工場長（現任）
2019年３月 当社取締役（現任）
2025年２月 当社生産本部長（現任）

3,621株

候補者と
した
理由

同氏は、当社で培ってきた製造部門での豊富な経験及び幅広い見識を有しており、2019年よ
り府中工場長を務めております。このような経験・実績は、引き続き当社の経営に活かして
いただけるものと判断した為であります。
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の普通株式数

4

再任

川
かわ

村
むら

信
のぶ

之
ゆき

（1962年12月９日生）

1987年４月 当社入社
2004年４月 当社府中工場技術開発マネージャ

ー
2015年４月 当社事業開発室製品研究開発部長
2019年３月 当社事業開発本部製品研究開発室

長（現任）
2019年３月 当社取締役（現任）

3,621株

候補者と
した
理由

同氏は、当社で培ってきた技術設計・開発部門での豊富な経験及び幅広い見識を有してお
り、2019年より製品研究開発室長を務めております。このような経験・実績は、引き続き当
社の経営に活かしていただけるものと判断した為であります。

5

再任

横
よこ

澤
ざわ

直
なお

人
と

（1973年12月６日生）

2004年４月 当社入社
2014年４月 当社第2営業マネージャー
2021年４月 当社営業本部次長兼第2営業マネ

ージャー
2023年３月 当社営業本部長（現任）
2023年３月 当社取締役（現任）
2025年３月 当社事業開発室長（現任）
2025年３月 ㈱ハマイコリア代表理事（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社ハマイコリア代表理事

4,421株

候補者と
した
理由

同氏は、当社で培ってきた営業部門での豊富な経験及び幅広い見識を有しており、2023年よ
り営業本部長を務めております。このような経験・実績は、引き続き当社の経営に活かして
いただけるものと判断した為であります。

6

新任

川
かわ

西
にし

浩
ひろ

文
ふみ

（1972年11月６日生）

1998年９月 当社入社
2008年４月 当社第2営業マネージャー
2014年６月 当社大阪営業所所長
2019年８月 当社営業本部次長兼第3営業マネ

ージャー
2023年４月 当社大多喜工場部長
2025年４月 当社執行役員大多喜工場長（現

任）

―株

候補者と
した
理由

同氏は、当社で培ってきた営業部門及び製造部門での豊富な経験と幅広い見識を有しており、
2025年より大多喜工場長を務めております。このような知見は、当社の取締役として経営に
生かしていただけるものと判断した為であります。

(注) １．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．当社は、各候補者を被保険者とする、会社法第430条の3第１項に規定す

る役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者が負担
することになる、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為
に起因して保険期間中に被保険者に対して損害賠償請求が為されたこと
により被る損害を当該保険契約により填補することとしており、本株主
総会後も当該保険契約を更新する予定です。各候補者は、当該保険契約
の被保険者に含まれることとなります。
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第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、あら
かじめ補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いしたいと存じます。
なお、本選任の効力につきましては、その就任前に限り、監査等委員会の同意を
得て、取締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものといたしま
す。
また、本議案につきましては監査等委員会の同意を得ております。

補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び
重要な兼職の状況

所有する当社
の普通株式数

蓜
はい

島
しま

啓
けい

介
すけ

（1981年５月22日生）

2007年12月 弁護士登録（第二東京弁護士会）
2007年12月 三宅坂総合法律事務所入所
2016年１月 霞門綜合法律事務所入所
2019年５月 潮見坂綜合法律事務所パートナー

就任（現任）

（重要な兼職の状況）
潮見坂綜合法律事務所パートナー

―株

(注) １．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．蓜島啓介氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であり、同氏

を補欠の社外取締役の候補者として選任する理由は、同氏は、法律の専
門家としての豊富な経験と高い見識を有しており、当社の経営の監査・
監督に活かしていただけると判断した為です。

３．蓜島啓介氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合、当社は同氏
との間で会社法第427条第1項及び当社定款に基づき、法令に定める額を
限度として損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であり
ます。

４．蓜島啓介氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たし
ており、同氏が監査等委員である社外取締役に就任された場合、当社は
同氏を独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

５．当社は、会社法第430条の3第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を
保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる、被保険者が
会社の役員としての業務につき行った行為に起因して保険期間中に被保
険者に対して損害賠償請求が為されたことにより被る損害を当該保険契
約により補填することとしております。蓜島啓介氏が監査等委員である
社外取締役に就任した場合、当該保険契約の被保険者に含まれることに
なります。
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第４号議案 会計監査人選任の件

会計監査人 監査法人まほろばは、本総会終結の時をもって任期満了により退任

されますので、監査等委員会の決定に基づき、東光有限責任監査法人を会計監査

人に選任することにつきご承認をお願いするものであります。

なお、監査等委員会が東光有限責任監査法人を会計監査人の候補者とした理由

は、会計監査人としての専門性、 独立性、品質管理体制および監査報酬の相当

性等を勘案するとともに、当社グループの経営環境等を踏まえ総合的に検討した

結果、当社の会計監査人として適任であると判断したためであります。

会計監査人候補者は、次の通りであります。

名 称 東光有限責任監査法人

主たる事務所の所在地 東京都新宿区揚場町1-1 揚場ビル3階

沿 革
1991年１月 監査法人設立
2025年７月 有限責任監査法人へ移行し、名称を東光有限

責任監査法人に変更

概 要

出資金 15,000千円
構成人員 社員 : 公認会計士15名、

職員 : 公認会計士44名（外部協力者を含む）
その他 : 2名
計 61名（2026年１月末現在）

監査会社等
の数 計 62社（2026年１月末現在）
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【ご参考】 第２号議案が承認された場合の役員体制及びスキルマトリックス

第２号議案が承認可決された場合の取締役会及び監査等委員会の構成並びに各取締役の専門性は下

記のとおりです。

なお、下記の一覧表は各取締役候補者の有する全ての知見・経験を表すものではなく、代表的と思

われるスキル等に〇印をつけております。

氏 名 役 位

経営経
験
経営
戦略

事業運
営経験
事業戦
略

同業界
の知見

人的資
本管理

製造
財務・
会計・
M＆A

営業・マ

ーケティ

ング

研究・
開発

サステ
ナビリ
ティ
SDGs

法務・
コンプ
ライア
ンス

河内
茂

代表取
締役社
長

〇 〇 〇 〇 〇 〇

吉村
真介

取締役 〇 〇 〇 〇 〇 〇

丸岡
信行

取締役 〇 〇 〇 〇 〇 〇

川村
信之

取締役 〇 〇 〇 〇 〇 〇

横澤
直人

取締役 〇 〇 〇 〇

川西
浩文

取締役 〇 〇 〇 〇 〇

岡田
信次郎

取締役
常勤監
査等委
員

〇 〇 〇 〇 〇

手塚
幸一

取締役
監査等
委員

〇 〇

吉羽
真一郎

取締役
監査等
委員

〇

以 上

2026年02月18日 14時35分 $FOLDER; 56ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



目黒川

↑
五
反
田
駅

西口

東口

北改
札口

南改
札口

新西
口

新東
口

大崎ニュー・シティ大崎ニュー・シティ

東日本銀行 大崎駅前
交番前

ファミリーマート

スターバックススターバックス

歩道橋
ゲートシティ大崎ゲートシティ大崎

JR大崎駅

大崎ブライトコアホール
大崎ブライトコア３階

株主総会会場ご案内図

会場 東京都品川区北品川５丁目５-15
大崎ブライトコア３階「大崎ブライトコアホール」

[交通]
・JR山手線・埼京線・湘南新宿ライン、りんかい線「大崎駅」
南改札口・新東口より、徒歩５分

※ビル1階に「セブンイレブン」がある建物です。
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